
   

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社日本経済研究所（以下「JERI」という。）は、このたび、「新潟県・

庄内エリア デスティネーションキャンペーン」推進協議会（以下「DC 推進協

議会」という。）からの依頼を受け、株式会社日本政策投資銀行（以下「DBJ」

という。）と共同で、「新潟県・庄内エリアデスティネーションキャンペーン開催

に伴う経済効果調査報告書」を発行しました。 

 

これまでにも、新潟県と山形県庄内エリアを対象としたデスティネーション

キャンペーン（以下「DC」という。）の開催はありましたが、DC開催による

経済効果の分析や評価を公表することはありませんでした。 

しかしながら、2019年 10月から 12月に開催された「新潟県・庄内エリア

デスティネーションキャンペーン（以下「本 DC」という。）」においては、DC

推進協議会が、観光や経済効果の分析に実績を有する JERI及び DBJの協力

のもと、本 DCの効果を検証し、広く公表することとしました。 

当レポートは、当該検証結果に加え、本 DCの成果や課題、今後の DC開催

に向けての考察などをとりまとめたものです。 

 

当レポートの詳細は、「にいがた観光ナビ」（https://niigata-kankou.or.jp/）に

掲載していますので、ご参照ください。 

 

 

【お問い合わせ先】 

株式会社日本経済研究所   地域本部  電話番号 03-6214-4620 

株式会社日本政策投資銀行  新潟支店  電話番号 025-229-0711 

「新潟県・庄内エリア DC」推進協議会 

（「うまさぎっしり新潟」観光推進協議会）電話番号 025-283-1188 

「新潟県・庄内エリアデスティネーションキャンペーン 

開催に伴う経済効果調査報告書」を発行 

2020年 11月 30日 

「新潟県・庄内エリア DC」推進協議会 

株 式 会 社 日 本 経 済 研 究 所 

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 

 


